
平成２３年岐阜県地価調査のあらまし

岐阜県都市建築部都市政策課

Ⅰ 地価調査の概要

１ 目 的

本調査は、国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号）による土地取引の規制を適正かつ

円滑に実施するために、同法施行令（昭和４９年政令第３８７号）第９条第１項に基づき、

毎年１回基準地の標準価格を調査し、その結果を公表するものである。

これは、地価公示法（昭和４４年法律第４９号）に基づき国（土地鑑定委員会）が実施し

ている標準地の公示価格とあわせて公的土地評価体系の確立を図るとともに、一般の土地取

引価格の指標ともなるものである。

（注）基準地とは、土地の用途が同質と認められるまとまりのある地域において、土地の利

用状況、環境、形状等が当該地域において通常であると認められる土地である。

２ 基準地の価格判定

基準地の価格は、平成２３年７月１日における単位面積当たり（宅地は１平方メ－トル、

林地は１０ア－ル（１０００平方メ－トル））の標準価格である。この標準価格とは、「土

地について自由な取引が行われるとした場合におけるその取引において通常成立すると認め

られる価格」をいうものであり、売り手、買い手の双方に売り急ぎ、買い進み等の特殊な事

情がない取引において成立すると認められる価格を示すものである。

標準価格は、毎年１回、１人以上の不動産鑑定士に鑑定評価を求め、その結果を審査し、

必要な調整を行って判定する。（国土利用計画法施行令第９条第１項、第２項）

３ 対象区域と基準地の設定数

（１） 宅地関係

地価調査の対象区域は県下全市町村で、基準地は３７２地点を設定した。

なお、基準地の用途別設定数は次のとおりである。

住宅地 宅地見込地 商業地 準工業地 工業地 市街化調整区域内宅地 合 計

23年 ２４０ ０ ７７ １９ ２４ １２ ３７２

22年 ２４０ ０ ７７ １９ ２４ １２ ３７２

21年 ３０５ １ １０５ ３０ ３２ ２０ ４９３

また、基準地の区域別設定数は次のとおりである。

市街化区域 市街化調整区域 非 線 引 都 市 計 画 区 域 都市計画区域外 合 計

23年 １３８(０) １２ １４９ ７３ ３７２(０)

22年 １３８(０) １２ １４３ ７９ ３７２(０)

21年 １８１(１) ２０ １８２ １１０ ４９３(１)

（注）（ ）は、宅地見込地で内数である。

（２） 林地関係

林地関係の基準地は８地点を設定した。

都市近郊林地 農村林地 林業本場林地 山村奥地林地 合 計

23年 ３ ２ ２ １ ８

22年 ３ ２ ２ １ ８

21年 ６ ６ ７ １ ２０



４ 共通地点の設定

地価公示（１月１日調査、３月下旬公表）との連携を密にし、半年毎の地価動向を把握す

るため、地価公示の標準地と同一地点である基準地（共通地点）を２４地点設定した。

Ⅱ 調査結果の概要

１ 宅地の対前年変動率について

① 宅地の対前年平均変動率については、住宅地が△３．０％（Ｈ22年△２．８％）、商業

地が△３．４％（Ｈ22年△３．５％）、準工業地が△２．７％（Ｈ22年△２．８％）、工

業地が△３．３％（Ｈ22年△３．２％）、市街化調整区域内宅地が△３．５％（Ｈ22年△

３．８％）となっており、全用途平均では△３．１％（Ｈ22年△３．０％）となっている。

すべての用途でマイナスの変動率を示し、１９年連続の下落となっている。なお、住宅

地については３年連続で下落幅が拡大している。

（第１表、第２表、資料２、３参照）

② 区域別対前年平均変動率は、市街化区域内住宅地は△２．４％（Ｈ22年△２．４％）、

市街化区域内商業地は△３．０％（Ｈ22年△３．６％）、市街化区域内平均は△２．６

％（Ｈ22年△２．８％）、市街化調整区域は△３．５％（Ｈ22年△３．８％）、非線引都

市計画区域平均は△３．４％（Ｈ22年△３．２％）で、都市計画区域全体の平均は△３．

０％（Ｈ22年△３．０％）、都市計画区域外の平均は△３．４％（Ｈ22年△２．９％）と

なっている。（第２表参照）

③ 対前年変動率の分布状況をみると、平成２２年と比べて上昇した地点が無くなっている。

横ばいの地点は住宅地で６地点、商業地で３地点、準工業地で１地点となっており、３

地点増加している。

住宅地においては、下落率が５％を超える地点が平成２２年から１０地点増加している。

（第３表、第４表、第５表、第６表参照）

④ 市町村別の対前年平均変動率について、プラスの市町村が無くなっている。横ばいの市

町村は住宅地で白川村、商業地で美濃加茂市となり、その他はすべてマイナスとなってい

る。

なお、平成２２年は、住宅地で白川村のみがプラスであり、その他はすべてマイナスで

あった。

（資料２、５参照）

⑤ 対前年変動率が横ばいの基準地は、住宅地６地点（岐阜市３、多治見市１、各務原市１、

白川村１）、商業地３地点（岐阜市２、美濃加茂市１）、準工業地１地点（多治見市）と

なっている。

（資料７、１２－１～１２－１０参照）

⑥ 対前年変動率がマイナスの基準地をみると、住宅地では、高山（県）－１２（高山市奥

飛騨温泉郷栃尾字沖野２６４番５外）の△１７．２％が最大となっている。商業地では、

飛騨（県）５－２（飛騨市神岡町船津字砂山町１１７０番６外）の△７．９％が最大とな

っている。

また、工業地では、関（県）９－２（関市下有知字深橋前５４６９番４外）の△６．１

％が最大となっている。

（資料８、１２－１１、１２－１２参照）



第１表 用途別対前年平均変動率 （単位：％）

区分 住宅地 宅地見込地 商業地 準工業地 工業地 調区内宅地 全用途

23年 △３．０ － △３．４ △２．７ △３．３ △３．５ △３．１

22年 △２．８ － △３．５ △２．８ △３．２ △３．８ △３．０

21年 △２．５ △２．７ △２．８ △２．６ △３．２ △３．３ △２．６

（注）平均変動率は各基準地の変動率の総和を継続地点数で割って算出。

第２表 区域別、用途別対前年平均変動率 （単位：％）

都市計画区域 住 宅 地 宅 地 見 込 地 商 業 地 準工業地 工 業 地 調整区域内宅地 平 均

市街化区域 △ 2.4 － △ 3.0 △ 2.2 △ 2.9 － △ 2.6
(△ 2.4) ( － ) (△ 3.6) (△ 2.4) (△ 3.4) (△ 2.8)

市街化調整 － － － － － △ 3.5 △ 3.5
区域 (△ 3.8) (△ 3.8)

非線引都市 △ 3.3 － △ 3.8 △ 3.5 △ 3.3 － △ 3.4
計画区域 (△ 3.1) (△ 3.6) (△ 3.3) (△ 3.0) (△ 3.2)

合 計 △ 2.9 － △ 3.3 △ 2.7 △ 3.2 △ 3.5 △ 3.0
(△ 2.8) ( － ) (△ 3.6) (△ 2.8) (△ 3.1) (△ 3.8) (△ 3.0)

都市計画区域 △ 3.4 － △ 3.6 － △ 3.8 － △ 3.4
外 (△ 2.8) (△ 3.0) (△ 3.6) (△ 2.9)

県 計 △ 3.0 － △ 3.4 △ 2.7 △ 3.3 △ 3.5 △ 3.1
(△ 2.8) ( － ) (△ 3.5) (△ 2.8) (△ 3.2) (△ 3.8) (△ 3.0)

（注） 表中上段は２３年の対前年平均変動率。下段は２２年の対前年平均変動率。
なお、平均変動率は各基準地の変動率の総和を継続地点数で割って算出。

第３表 住宅地の対前年変動率の分布状況

変 動 率 23年地点数 基準地所在市町村及び地点数 22年地点数

下落率 ４ 高山市４ ０

１０％超 (1.7%)

下落率 ２４ 岐阜市４ 高山市８ 関市１ 可児市１ １８

驒５％超～１０％ (10.5%) 飛 市３ 郡上市２ 下呂市５ (8.0%)

下落率 １９５ 岐阜市２６ 大垣市１５ 高山市６ １９８

０％超～５％ (85.2%) 多治見市８ 関市１２ 中津川市１２ (88.0%)

美濃市３ 瑞浪市３ 羽島市３ 恵那市１０

美濃加茂市６ 土岐市５ 各務原市９

驒可児市８ 山県市５ 瑞穂市１ 飛 市１

本巣市６ 郡上市７ 下呂市３ 海津市４

（２０町村省略）

０％ ６ 岐阜市３ 多治見市１ 各務原市１ 白川村１ ５

(2.6%) (2.2%)

上昇率 ０ ４

０％超～５％ (1.8%)

上昇率５％超 ０ ０

総 数 ２２９ ２２５

（注） 総数は、継続地点数。

カッコ内は総数を１００％とした時の割合。



第４表 商業地の対前年変動率の分布状況

変 動 率 23年地点数 基準地所在市町村及び地点数 22年地点数

下落率１０％超 ０ ０

驒下落率 １３ 岐阜市５ 高山市３ 飛 市２ 下呂市３ １４

５％超～１０％ (18.1%) (18.4%)

下落率 ５６ 岐阜市１２ 大垣市８ 高山市２ ６０

０％超～５％ (77.8%) 多治見市２ 関市１ 中津川市１ 美濃市１ (78.9%)

瑞浪市１ 羽島市２ 恵那市３ 土岐市１

各務原市２ 可児市２ 山県市１

瑞穂市１ 郡上市３ 海津市１

（１２町省略）

０％ ３ 岐阜市２ 美濃加茂市１ ２

(4.2%) (2.6%)

上昇率０％超 ０ ０

総 数 ７２ ７６

（注） 総数は、継続地点数。

カッコ内は総数を１００％とした時の割合。

第５表 準工業地の対前年変動率の分布状況

変 動 率 23年地点数 基準地所在市町村及び地点数 22年地点数

下落率１０％超 ０ ０

下落率 ２ 美濃市１ 郡上市１ １

５％超～１０％ (10.5%) (5.3%)

下落率 １６ 岐阜市２ 大垣市１ 高山市１ 多治見市２ １８

０％超～５％ (84.2%) 羽島市２ 土岐市３ 各務原市１ 可児市１ (94.7%)

本巣市１ 神戸町１ 北方町１

０％ １ 多治見市１ ０

(5.3%)

上昇率０％超 ０ ０

総 数 １９ １９

（注） 総数は、継続地点数。

カッコ内は総数を１００％とした時の割合。



第６表 工業地の対前年変動率の分布状況

変 動 率 23年地点数 基準地所在市町村及び地点数 22年地点数

下落率１０％超 ０ ０

下落率 １ 関市１ ０

５％超～１０％ (4.2%)

下落率 ２３ 大垣市１ 高山市１ 関市１ 中津川市１ ２３

０％超～５％ (95.8%) 美濃市１ 恵那市１ 美濃加茂市１ (100.0%)

各務原市１ 可児市１ 山県市１ 瑞穂市１

驒飛 市１ 本巣市１ 郡上市１ 下呂市１

海津市１ 養老町１ 垂井町１ 神戸町１

輪之内町１ 大野町１ 池田町１ 御嵩町１

０％ ０ ０

上昇率０％超 ０ ０

総 数 ２４ ２３

（注） 総数は、継続地点数。

カッコ内は総数を１００％とした時の割合。

２ 宅地の価格水準について

① 住宅地の平均価格については３６，１００円で、５万円以上の市町村は、岐阜市をはじ

め７市町となっている。市では、岐阜市（７０，９００円）が最も高く、以下大垣市（５

５，１００円）、瑞穂市（５４，１００円）の順となっている。町では、岐南町（５８，

０００円）、北方町（５５，６００円）、笠松町（５５，３００円）の順となっている。

（第７表、資料２、６参照）

② 商業地の平均価格については８９，６００円で、１０万円以上の市町村は、岐阜市のみ

である。市では、岐阜市（１６１，０００円）が最も高く、以下大垣市（８８，６００

円）、関市（８２，８００円）の順となっている。町では、岐南町（６７，０００円）、

笠松町（６６，５００円）の順となっている。

（第７表、資料２、６参照）

③ 区域別平均価格では、市街化区域内住宅地は５８，６００円、市街化区域内商業地は１

２２，０００円、市街化区域平均は７５，８００円、市街化調整区域は２７，９００円、

非線引都市計画区域平均は３６，５００円で、都市計画区域全体の平均は５４，３００円、

都市計画区域外の平均は１５，８００円となっている。

（第７表参照）

④ 住宅地、商業地、準工業地、工業地の価格分布状況をみると、住宅地、商業地、準工業

地、工業地とも平成２２年と同程度の分布状況である。

（第８表、第９表、第１０表、第１１表参照）

⑤ 県下の最高価格地点は、住宅地は岐阜（県）－３３（岐阜市加納本町３丁目７番１外）

で１４１，０００円、商業地は岐阜（県）５－１９（岐阜市吉野町５丁目１７番外）で

５４５，０００円となっている。

（資料９、１２－１３、１２－１４参照）



⑥ 価格の上位１０地点をみると、住宅地、商業地ともに岐阜市、高山市で占められている。

（資料９参照）

第７表 区域別、用途別平均価格 （単位：円）

都 市 計 画 区 域 住 宅 地 宅 地 見 込 地 商 業 地 準工業地 工 業 地 調整区域内宅地 平 均

市街化 58,600 － 122,000 57,000 30,000 － 75,800
区域 (60,200) － (126,500) (61,000) (30,900) (78,400)

市街化 － － － － － 27,900 27,900
調整区域 (29,000) (29,000)

非線引 31,200 － 64,200 43,400 20,100 － 36,500
都市計画区域 (32,200) (67,200) (41,400) (20,500) (37,600)

合 計 43,600 － 99,200 51,300 22,500 27,900 54,300
(45,200) － (103,700) (52,800) (23,100) (29,000) (56,500)

都市計画 13,100 － 32,000 － 10,700 － 15,800
区域外 (15,000) (37,200) (14,600) (18,400)

県 計 36,100 － 89,600 51,300 21,000 27,900 46,700
(37,300) － (93,300) (52,800) (21,700) (29,000) (48,400)

（注） 表中上段は２３年の平均価格。下段は２２年の平均価格。

なお、平均価格は各基準地の価格の総和を地点数で割って算出。

第８表 住宅地価格分布状況

価格（㎡あたり） 23年地点数 基準地所在市町村及び地点数 22年地点数

150,000円以上 ０ ０

100,000円～150,000円未満 ４ 岐阜市４ ４

(1.7%) (1.7%)

50,000円～100,000円未満 ５４ 岐阜市２１ 大垣市１１ 高山市７ ５９

(22.5%) 多治見市１ 各務原市６ 瑞穂市２ 郡上市１ (24.6%)

岐南町２ 笠松町２ 北方町１

25,000円～ 50,000円未満 ９４ 岐阜市８ 大垣市２ 高山市５ 多治見市８ ９１

(39.2%) 関市６ 中津川市２ 美濃市２ 瑞浪市２ (37.9%)

羽島市４ 恵那市２ 美濃加茂市３ 土岐市３

各務原市４ 可児市６ 山県市２ 瑞穂市１

驒飛 市３ 本巣市５ 郡上市２ 下呂市２

海津市３ （１２町省略）

25,000円未満 ８８ 大垣市２ 高山市７ 関市８ 中津川市１１ ８６

(36.7%) 美濃市１ 瑞浪市２ 恵那市８ 美濃加茂市３ (35.8%)

驒土岐市２ 可児市３ 山県市４ 飛 市２

本巣市２ 郡上市６ 下呂市６ 海津市２

（１１町村省略）

総 数 ２４０ ２４０

（注） カッコ内は総数を１００％とした時の割合。



第９表 商業地価格分布状況

価格（㎡あたり） 23年地点数 基準地所在市町村及び地点数 22年地点数

500,000円以上 １ 岐阜市１ １

(1.3%) (1.3%)

200,000円～500,000円未満 ４ 岐阜市４ ４

(5.2%) (5.2%)

100,000円～200,000円未満 驒１５ 岐阜市８ 大垣市３ 高山市２ 飛 市１ １５

(19.5%) 郡上市１ (19.5%)

50,000円～100,000円未満 ３３ 岐阜市８ 大垣市３ 多治見市２ 関市１ ３７

(42.9%) 美濃市１ 瑞浪市１ 羽島市２ 恵那市１ (48.1%)

美濃加茂市１ 各務原市２ 可児市１ 山県市１

瑞穂市１ 本巣市１ 下呂市２ （５町省略）

50,000円未満 ２４ 大垣市２ 高山市４ 中津川市１ 恵那市２ ２０

(31.2%) 土岐市１ 可児市１ 飛騨市１ 郡上市２ (26.0%)

下呂市２ 海津市１

（７町省略）

総 数 ７７ ７７

（注） カッコ内は総数を１００％とした時の割合。

第１０表 準工業地価格分布状況

価格（㎡あたり） 23年地点数 基準地所在市町村及び地点数 22年地点数

100,000円以上 ２ 高山市１ 各務原市１ ２

(10.5%) (10.5%)

50,000円～100,000円未満 ９ 岐阜市２ 大垣市１ 多治見市１ 羽島市１ ９

(47.4%) 本巣市１ 郡上市１ 神戸町１ 北方町１ (47.4%)

50,000円未満 ８ 多治見市２ 美濃市１ 羽島市１ 土岐市３ ８

(42.1%) 可児市１ (42.1%)

総 数 １９ １９

（注） カッコ内は総数を１００％とした時の割合。

第１１表 工業地価格分布状況

価格（㎡あたり） 23年地点数 基準地所在市町村及び地点数 22年地点数

50,000円以上 ０ ０

30,000円～50,000円未満 ４ 大垣市１ 各務原市１ 可児市１ 瑞穂市１ ４

(16.7%) (16.7%)

10,000円～30,000円未満 １８ 高山市１ 関市２ 中津川市１ 美濃市１ １９

(75.0%) 驒恵那市１ 美濃加茂市１ 山県市１ 飛 市１ (79.2%)

本巣市１ 海津市１ 養老町１ 垂井町１

神戸町１ 輪之内町１ 大野町１

池田町１ 御嵩町１

10,000円未満 ２ 郡上市１ 下呂市１ １

(8.3%) (4.2%)

総 数 ２４ ２４

（注） カッコ内は総数を１００％とした時の割合。



３ 共通地点の６ケ月変動率について

共通地点２４地点の６ケ月変動率については、２２年後期（平成２２年７月１日から平成

２３年１月１日まで）と２３年前期（平成２３年１月１日から平成２３年７月１日まで）を

比べると、１１地点で下落幅が縮小している。

（資料１０参照）

４ 林地の地価動向について

林地８地点の平均価格は、１０ア－ル（１０００平方メートル）当たり４８８，２００円

（Ｈ22年５０８，８００円）となっている。

また、対前年平均変動率は△４．７％（Ｈ22年△３．９％）となっており、前年より下落

幅が拡大している。

（第１２表、資料３参照）

第１２表 林地平均価格、変動率

区 分 地点数 平均価格（円／10a） 変動率（％）

都市近郊林地 ３ １，０９９，３００ △３．５
（３） （１，１４０，７００） （△４．１）

農 村 林 地 ２ １９７，５００ △７．６
（２） (２１３，５００） （△４．４）

林業本場林地 ２ ７２，８００ △４．６
（２） （７６，４００） （△４．３）

山村奥地林地 １ ６７，０００ △２．６
（１） （６８，８００） （△１．９）

合 計 ８ ４８８，２００ △４．７
（８） （５０８，８００） （△３．９）

（注） 表中上段は２３年、下段は２２年のデータ。


